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１ 補助事業の概要 

 

（１） 補助事業の名称 

「鹿島市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金」 

 

（２） 補助事業の目的 

市民や事業者の皆さまが取り組まれる地域の脱炭素化と再生可能エネルギー等の導入

に予算の範囲内で補助金を交付することで取組を促し、2030 年度温室効果ガス排出削

減目標の達成及び 2050 年カーボンニュートラルの実現を目的としております。 

なお、この補助金は、環境省の「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」を活用した補助事

業であり、環境省から鹿島市へ交付される交付金を財源とし、本補助事業への交付申請を

行う市民や事業者の皆さまへ市より補助金を交付する「間接補助」となります。 

 

（３） 補助事業の期間 

【補助事業全体】 

令和６年度から令和１０年度 

【令和７年度】 

（受付期間） 

令和７年６月２日（月）から令和７年１２月２６日（金） 

（事業期間） 

令和７年６月２日（月）から令和８年２月２７日（金） 

※ 事業期間内に工事～実績報告書の提出まで完了させること。 

 

（４） 補助金申請者 

補助金の交付申請できる個人は次の（ア）、（イ）いずれかに該当し、（ウ）から（キ）のす

べてに該当する方になります。 

【（ア）、（イ）いずれかに該当】 

(ア) 市内に居住する個人 

(イ) 市内に戸建住宅を建築又は購入予定であり、実績報告時点までに本市に住所を

有する個人 

【以下、全てに該当】 

(ウ) 自ら所有し居住する市内の一戸建て住宅（建築、購入予定の住宅を含む。）に補

助対象設備を設置しようとする者であること。 

(エ) 市が実施する利用状況等の調査に必要な情報を提供すること。 

(オ) 設置しようとしている設備に対して、 国（国の委託を受けた団体含む）が行ってい

る他の制度による助成を受けていないこと。 
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(カ) 暴力団等の反社会勢力と関係を有していないこと。 

(キ) 市税等の滞納をしていないこと。 

なお、PPA やリース事業にて設備を導入する場合は、PPA 、リース事業者が申請者とな

ります。 

また、その場合は、設置住宅の所有者が上記の要件を全て満たしている必要があります。 

（５） 補助対象事業 

補助対象事業は（ア）から（オ）の設備を導入する事業が対象となります。 

(ア) 太陽光発電設備 

(イ) 蓄電池（（ア）太陽光発電設備と同時設置のみ対象） 

なお、以下の設備は伝統的建造物群保存地区内（以下、伝建地区という。）、空き家（鹿

島市の空き家バンクに登録された一戸建ての住宅）が補助対象となります。 

(ウ) 高効率給湯器 

(エ) 高効率空調機器 

(オ) LED照明（調光機能付き） 
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（６） 補助額又は補助率 

補助対象額は、税抜価格とし補助額又は補助率は以下に示すとおりです。 

なお、補助額は、１，０００円未満を切り捨てた額になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助額：７万円/kＷ×設備容量（ｋＷ） 

（上限：５ｋＷ、３５万円） 

※設備容量は小数点以下を切り捨てしてください。 

【計算例】（補助金交付見込額） 

設備容量：７．５ｋW≒7ｋW（小数点以下切り捨て） 

                ＝５ｋW【上限５kW まで】 

補助額：７万円／kW 

補助金交付見込額：７万円／kW×５ｋW＝３５万円 

【太陽光発電設備】 

（屋根置き等） 

補助額：対象経費の１／３（上限：３５万円） 

※設備容量は小数点以下を切り捨てしてください。 

【計算例】（補助金交付見込額） 

設備容量：6.45ｋW≒6ｋW（小数点以下切り捨て） 

                ＝５ｋW【上限５kw まで】 

対象経費：２００万円（税抜） 

補助額：対象経費（税抜）×１/３or３５万円の小さい額  

補助金交付見込額：２００万円×１/３≒６６．６万円＞３５万円 

                   →３５万円【上限額が対象となる。】 

（ソーラーカーポート等） 

太陽光発電自家消費率について 

※設置した１２カ月後に太陽光自家消費率報告書の提出が必要です。 

なお、家庭用：３０％未満、事業用：５０％未満の場合、補助金返還の対象となりま

す。設備容量を決める際は、設置事業者と十分協議し決定してください。 
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補助率：対象経費の１／３ 

（上限：１０ｋWh、４７万円） 

・設備容量は、小数第２位点以下を切り捨てしてください。 

・対象経費限度額は、１４．１万円/ｋWh（工事費込み・税抜き）ま 

でとする。 

・設備容量 20kWh未満の家庭用であること。 

・家庭用：12.5万円/kWh以下（工事費込み・税抜き）の蓄電シ 

ステムとなるよう努めること。 

→複数社から見積書の取得や販売業者に対して条件を満たす 

価格での調達可否の確認を行うことで要件の確認を行いま 

す。 

 

【計算例】（補助金交付見込額） 

①設備容量：8.56ｋWｈ≒8.5ｋWｈ（小数点２位以下切り捨て） 

  対象経費：１００万円（税抜） 

  対象経費判断：１００万円÷8.5ｋＷｈ≒11．７64万円／ｋＷｈ 

               11．７64万円／ｋＷｈ＜12.5万円／ｋWh 

→【補助対象経費となる。】 

  補助額：１００万円×１/３＝33.3万円（千円未満切捨て） 

  補助金交付見込額：33.3万円 

【蓄電池】（太陽光発電設備と同時設置のみ対象） 

②設備容量：11.43ｋWｈ≒11.4kWｈ（小数点２位以下切り捨て） 

  対象経費：１4０万円（税抜） 

  対象経費判断：１4０万円÷11.4ｋＷｈ≒12.281万円／ｋＷｈ 

               1２.281万円／ｋＷｈ＜12.5万円／ｋWh 

→【補助対象経費となる。ただし、１０kWhまで】 

  補助対象経費：12.281万円／kWh×10kWh＝122.81万円 

  補助額：122.81万円×１/３＝40.9万円（千円未満切捨て） 

  補助金交付見込額：40.9万円 
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③設備容量：5.42ｋWｈ≒5．4ｋWｈ（小数点２位以下切り捨て） 

  対象経費：１００万円（税抜） 

  対象経費判断：１００万円÷５．4ｋＷｈ≒１８．518万円／ｋＷｈ 

               １８．518万円／ｋＷｈ＞12.5万円／ｋWh 

→【調達可否の確認が条件として限度額までが補助対象。】 

  補助対象経費：14.1万円／kWh×5.4kWh＝76.14万円【限度額まで】 

  補助額：76.14万円×１/３＝25.3万円（千円未満切捨て） 

  補助金交付見込額：25.3万円 

 

【高効率空調機器、高効率給湯機器、LED照明（調光機能付き）】（伝建地区、空家に限る。） 

補助率：対象経費の１／２ 

（上限額） 

・高効率空調機器：２０．７万円 

・高効率給湯機器：４５万円 

・LED照明（調光機能付）：１０万円 

【計算例】（補助金交付見込額） 

①高効率空調機器の場合 

対象経費：５０万円（税抜） 

  補助額：対象経費（税抜）×１/2or２０．７万円の小さい額  

  補助金交付見込額：５０万円×１/2＝２５万円＞２０．７万円 

                   →２０．７万円【上限額が対象となる。】 

②高効率給湯機器の場合 

対象経費：７０万円（税抜） 

  補助額：対象経費（税抜）×１/2or４５万円の小さい額  

  補助金交付見込額：７０万円×１/2＝３５万円＜４５万円 

                   →３５万円 
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２ 申請 手続き 

（１） 申請手続きフロー 

補助金の交付申請から受け取りまでの流れは以下のようになります 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、補助事業を実施する事業者に申請手続きを代行してもらうことができますが、その場合、

「委任状」が必要となります。 
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（２） 申請、報告手続きの問合せ先 

 

（３） 申請、報告書類の提出先 

 

（４） 提出方法 

申請、報告書類（関係資料含む）１部を持参又は郵送してください。 

 

（５） 申請の期間・時期 

【補助金交付申請】 

令和７年６月２日（月）から令和 7年 1２月２６日（金） 

 

【変更承認申請】 

事業について下記に該当するときは 、速やかに提出が必要です。 

(ア) 補助事業に要する経費の配分を変更する場合 

(イ) 補助事業の内容を変更する場合 

(ウ) 補助金の額を変更する場合 

(エ) 補助事業を中止し、又は廃止する場合 

(オ) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合 

 

 

 鹿島市役所 政策総務部 ゼロカーボン推進室 

  電話：0954-68-0140 

  （平日 午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

【太陽光発電設備、蓄電池】 

  新世紀センター １階 環境下水道課 

  電話：0954-68-0140 

  （平日 午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

【高効率空調機器、高効率給湯機器、LED（調光機能付き）】 

・伝建地区の場合 

庁舎 ２階 都市計画課 

電話：0954-６３-３４１４ 

  （平日 午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

・空き家の場合 

   庁舎 ３階 ゼロカーボン推進室 

   電話：0954-68-0140 

   （平日 午前８時３０分から午後５時１５分まで） 
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【補助金実績報告】 

設置完了日から起算して 60日以内若しくは令和8年2月27日（金）の「いずれか早い日」

に提出してください。 

 

（６） 申請 、報告書類 

申請、報告等には 以下に示す書類が必要になります。 

【補助金交付申請】 

 ●全ての補助対象設備に必要な書類 

(ア) 補助金交付申請書（様式第１号の１） 

※ 同意事項を確認後、□にチェックを入れてください。 

※ 手続きを代行して申請する場合は「委任状（様式第２号）」を添付してください。 

(イ) 交付申請額の根拠となる資料（見積書等【内訳の記載必須】） 

(ウ) 補助対象設備の仕様がわかる書類（カタログ、パンフレット等） 

(エ) 補助対象設備の設置位置図及び設置図面 

(オ) 設置する住宅の位置図 

(カ) 工事着工前の現場写真（※新築等設置する建物が無いの場合は不要） 

(キ) 提出書類チェックリスト 

(ク) その他市長が必要と認める書類 

 ●太陽光発電設備の場合のみ必要 

(ケ) 太陽光発電量・自己消費量が分かるシミュレーション結果 

 ●高効率空調機器、高効率給湯器の場合のみ必要 

(コ) 従来の機器等に対して省 CO2を証明する書類 

 

【変更承認申請】 

(ア) 補助金（変更・中止・廃止）承認申請書（様式第６号） 

(イ) 補助事業の変更内容が分かる書類 

(ウ) その他市長が必要と認める書類 

 

【実績報告書】 

(ア) 補助金実績報告書（様式第９号） 

(イ) 補助対象設備の費用の支払いが確認できる書類（領収書等） 

(ウ) 製品保証書の写し 

(エ) 設置状態を示す写真【住宅の一部と機器が写るもの（設置数量、設置状況が分かる物）、

対象施設の製造番号等が分かるもの】 

(オ) 交付決定者の振込先口座が分かる書類 

(カ) その他市長が必要と認める書類 
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 ●太陽光発電設備の場合のみ必要 

(キ) 余剰電力を電力会社へ売電する場合、電力の売電に係る契約書の写し 

【補助金交付請求書】 

(ア) 補助金請求書（様式第１０号） 

 

【太陽光発電設備に係る報告】※手引き ４．その他（２）参照 

太陽光発電設備に係る補助金の交付を受けた場合、設置した日の属する月の翌月から１２カ

月後までの利用状況を報告する必要があります。 

(ア) 太陽光発電自家消費率報告書（様式第１１号） 

(イ) 発電量及び売電量の数量が分かる書類 

※自家消消費率が市民は３０％未満、事業者は５０％未満となる場合、交付した補助金は返

還対象となります。 

 

３ 補助対象となる範囲 

（１） 補助対象の要件 

 

【共通】 

1. 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金交付対象となる事業（重点対策加速化事業）に

準ずること。 （国の要綱の別紙２参照。） 

2. 国（国の委託を受けた団体を含む。）から、補助対象設備に係る補助金を受けていな

いこと。 

3. 補助金申請時に事業着手前（契約締結、工事着工前）であること。 

4. 補助対象設備は、 財産処分制限期間を超えて使用すること。 

5. 財産処分制限期間を経過するまでの間、交付対象事業により取得した温室効果ガス

排出削減効果について J クレジット制度への登録を行わないこと。 

6. 補助対象設備は、商用化され、導入実績があるものであること。 

7. 補助対象設備は、未使用（新品）設備であること。（中古設備でないこと。） 

8. 本事業で取得した設備等を反社会的勢力に提供しないこと。 

9. 各種法令等を遵守した設備であること。 
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【太陽光設備】 

1. 固定価格買取制度（FIT）、 FIP制度の認定を取得しないこと。 

2. １０ｋＷ未満の設備であること。 

3. 電気事業法に定める自己託送を行わないものであること。 

（法第２条第１項第５号ロ「接続供給（自己託送」） 

4. 設置後、１２カ月経過後に自家消費率に関する報告書を提出すること。 

（（４）その他（２）参照） 

5. 発電した電力を住宅居住者自らが 30％以上消費すること。 

（自家消費率のイメージ） 

発電した電力を自家で消費した使用量：3,000kWh 

設備の年間発電量：7,000kWh 

自家消費率 3,000 kWh ÷ 7,000 kWh 42.9％「30％以上達成」 

 

年間の電力使用量 2,000kWh 

設備の年間発電量 7,000kWh 

自家消費率 2,000 kWh ÷ 7,000 kWh  28. 6％「30％以上未達」 

6. 本事業で取得した設備等を反社会的勢力に提供しないこと。 

7. 各種法令等を遵守した設備であること。 
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【蓄電池設備】 

1. 太陽光発電設備と連系して蓄電できる設備であること。 

2. 原則として再エネ電力を蓄電する設備であり、平時において充放電を繰り返すことを

前提とした設備であること 。 

3. 停電時のみに利用する非常用予備電源設備でないこと。 

4. 家庭用（20kWh未満）以下の蓄電システムであること。 

5. 下表の要件、基準を満たす設備であること 。 

（詳細は、国要綱別紙２．ア．（イ）蓄電池ををご確認ください。） 

項 目 要件・基準 

蓄電池パッケージ 蓄電池部（初期実効容量 1.0kWh 以上）とパワーコン

ディショナー等の電力変換装置等から構成されるシステ

ムであり、蓄電システム本体機器を含むシステム全体を

一つのパッケージとして取り扱うものであること。 

性能表示基準 初期実効容量、定格出力、出力可能時間、保有期間、廃

棄方法、アフターサービス等について、所定の表示がな

されていること。 

蓄電池部安全基準 JIS C 8715-2又は IEC62619の規格を満足するこ

と。 

蓄電システム部安全基準 

（リチウムイオン蓄電池場

合） 

JIS C 4412 の規格を満足すること。 

ただし、電気製品認証協議会が定める JIS C 4412適

用の猶予期間中は、JIS C 4412-1 若しくは JIS C 

4412-2※の規格も可とする 。 

※JIS C 4412-2 における要求事項の解釈等は「 電

気用品の技術基準の解釈 別表第８」に準拠すること。 

震災対策基準 

（リチウムイオン蓄電池の

み） 

蓄電容量 10kWh未満の蓄電池は、第三者認証機関の

製品審査により、「蓄電システムの震災対策基準」の製

品審査に合格したものであること。 

保証期間 メーカー保証及びサイクル試験による性能の双方が 10 

年以上の蓄電システムであること。 
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【高効率空調機器、高効率給湯器】 

1.  従来の機器に対して３０％以上省 CO2効果が得られる機器であること。 

※カタログ値等にて確認する。 

（省 CO2効果のイメージ） 

従来機器（更新前）の使用による年間 CO 2排出量：500kg-CO2 

機器更新後の年間 CO2 排出量                ：300 kg-CO2 

省 CO 2効果 ： （500-300）÷500＝40.0％「30％以上達成」 

 

従来機器（更新前）の使用による年間 CO 2排出量：500kg-CO2 

機器更新後の年間 CO2 排出量                ：400 kg-CO2 

省 CO 2効果 ： （500-400）÷500＝20.0％「30％以上達成」 

【LED照明機器】 

1. 調光機能を有すること（単純な ON、OFF機能は補助対象外） 

（調光機能のイメージ） 

・明度調整機能 

・調色機能 

・人感センサー等による連続調光機能 など 
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（２） 補助対象となる費用 

補助対象となる費用は消費税および地方消費税は除いた設備の導入に必要となる設備費

（設備の購入、運搬、調整、据付け等に要する経費）、工事費（材料費、労務費等）になります。 

なお、撤去に係る費用は補助対象外となります。 

以下は補助対象となる費用の参考例になります。 

 

４ その他 

（１） 財産処分の制限 

補助金を活用して導入した設備は、下表に示す期間は財産の処分（交付金の交付の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取壊し（廃棄を含む。） に制限を受け

ます。なお、やむを得ない理由により下表に示す期間内に処分を行う必要がある場合、手続きが

必要になります。 

対象設備 財産処分制限期間 

太陽光発電設備 １７年 

蓄電池 ６年 

高効率給湯機器 ６年 

高効率空調機器 家庭用６年、業務用 15年 

LED（調光機能付き） 15年 

 

【太陽光発電設備】 

・ 太陽電池モジュール 

・ 架台 

・ パワーコンディショナー（インバーター、保護装置） 

※蓄電システムと一体型（ハイブリッド）の場合、蓄電システム以外の電力変換に寄

与する部分に係る経費分のみを計上することができる。 

・ その他附属機器（接続箱、直流側開閉器、交流側開閉器など） 

・ 工事費（配線・ 配線器具、電気工事 など） 

【蓄電池設備】 

・ 設備本体（蓄電池部、電力変換装置、 蓄電 システム制御装置など） 

・ その他 附属機器（計測・表示装置、キュービクルなど） 

・ 工事費（配線・配線器具、電気工事など） 

【高効率給湯器、高効率空調機器、LED 】 

・ 設備本体 

・ その他 附属機器 

・ 工事費（配線・配線器具、据付、電気工事など） 
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（２） 太陽光発電自家消費率実績報告 

補助金を活用して太陽光発電設備を導入した場合、発電した電力量と自家消費率等の実績

を報告する必要があります。 

なお、報告に必要となる発電量、自家消費量は、設置されている発電モニター等によりご確認

ください。 （報告方法に関しては要綱の第１４条をご確認ください。） 

【報告期間】 

・ 設備を導入した日の属する月の翌月から１２カ月後までの期間 

（令和７年７月１５日に設置した場合） 

令和７年８月１日から令和８年７月３１日 

※なお、それ以降の年も報告の依頼を行う場合があります。 

【報告期限】 

・ 報告期間最終日から起算して 60日以内 

（令和７年７月１５日に設置した場合） 

令和８年７月 31日（年最終日）から 60日以内 

【報告資料】 

・ 太陽光発電自家消率報告書 （様式第 1１号） 

・ 発電量及び売電量の数量が分かる書類 

 

（３） 補助金の返還 

以下に示す事項に該当する場合、 

補助金交付の決定の全部又は一部を取り消し、補助金を返還いただくことがあります。 

 （補助金返還に関する詳細は要綱の第１５条をご確認ください。） 

・ 補助金交付決定の内容又はこれに付した条件に違反した場合 

・ 補助金を他の用途に使用した場合 

・ 支出額が予算額にくらべて減少した場合 

・ 市が実施する調査を拒み又は指示に従わなかった場合 


